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2021年12月6日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所）各種情報、Bloombergより当社経済調査室作成

注）（日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
（独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

12/6 月
（日） 臨時国会召集（～21日）

12/7 火
★ （独） 12月 ZEW景況感指数

期待　11月：+31.7、12月：（予）+25.3

現況　11月：+12.5、12月：（予）+5.0

（豪） 金融政策決定会合

キャッシュ･レート：0.10%→（予）0.10%

（中） 11月 貿易額（米ドル、前年比）

輸出　10月：+27.1%、11月：（予）+17.2%

輸入　10月：+20.6%、11月：（予）+19.5%

（伯） 金融政策委員会（COPOM、～8日）

Selic金利：7.75%→（予）9.25%

★ （他） 米露首脳会談（オンライン）

12/8 水
（日） 11月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI）

現状　10月：55.5、11月：（予）NA

先行き　10月：57.5、11月：（予）NA

（米） 10月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数）

9月：1,044万件、10月：（予）NA

（独） 新首相選出

（加） 金融政策決定会合

翌日物金利：0.25%→（予）0.25%

12/9 木
（米） 新規失業保険申請件数（週間）

11月27日終了週：22.2万件

12月4日終了週：（予）22.8万件

（中） 11月 消費者物価（前年比）

10月：+1.5%、11月：（予）+2.5%

（中） 11月 生産者物価（前年比）

10月：+13.5%、11月：（予）+12.6%

★ （他） 民主主義サミット（オンライン、～10日）

12/10 金
★ （米） 11月 消費者物価（前年比）

総合　10月：+6.2%、11月：（予）+6.7%

除く食品･エネルギー

　　　　10月：+4.6%、11月：（予）+4.9%

（米） 12月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

11月：67.4、12月：（予）67.0

★ （他） G7（先進7ヵ国）外相会合（英国、～12日）

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞

新型コロナ感染拡大を受け、政策当局は景気最優先の姿勢を示せるか

■ 株式市場はオミクロン変異株拡大に動揺

先週の株式市場は新型コロナ･オミクロン変異株の影響

が読めず不安定な展開を強いられました。市場では変異

株発生のたびに感染力や重症化･ワクチン効果減退リスク

などが意識されてきましたが、今般もこれらの不透明感

が薄れるにつれ落ち着きを取り戻すとみます（上図）。

■ 当局はオミクロン株の影響をどう見るか？

株式市場は変異株動向を注視しつつ、次週FOMC（米

連邦公開市場委員会）やECB（欧州中銀）理事会に身構

える状況です。物価高や金融緩和修正に伴う需要減速懸

念も浮上するなか、当局が景気･雇用最優先という基本姿

勢に立ち返るのか、市場が見守る展開となりそうです。

■ 米外交が迷走するリスクにも市場は要警戒

数少ない朗報は、原油高一服や11月PMIで中国景気底

固めの兆しが見られた点です。ただしウクライナ東部で

の軍事衝突リスクという新たな難題も浮上、今週、米主

催の民主主義サミットなど国際会議が対中･対露摩擦激化

を通じ回復機運に水を差さないか要注意です。（瀧澤）

● オミクロン変異株騒動は一過性となるか？

出所）Refinitiv、WHO（世界保健機関）より当社経済調査室作成

注）株価はS&P500。※はWHOがCOVID-19と命名した日、①～⑤はWHOが
懸念される変異株（VOC）に指定した日（①②は同日）の株価を基準に
当社経済調査室が指数化。⑤の直近値は2021年12月3日時点。

新型コロナウイルス変異株表面化後の米国株式
（「懸念される変異株」指定日を基準=100）
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金融市場の動向

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所）MSCI、S&P、Refinitivより当社経済調査室作成 出所） Refinitivより当社経済調査室作成
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12月3日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 28,029.57 -722.05 ▲2.51

TOPIX 1,957.86 -27.12 ▲1.37

米国 NYダウ （米ドル） 34,580.08 -319.26 ▲0.91

S&P500 4,538.43 -56.19 ▲1.22

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 15,085.47 -406.18 ▲2.62

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 462.77 -1.28 ▲0.28

ドイツ DAX®指数 15,169.98 -87.06 ▲0.57

英国 FTSE100指数 7,122.32 78.29 1.11

中国 上海総合指数 3,607.43 43.34 1.22

先進国 MSCI WORLD 3,086.44 -45.54 ▲1.45

新興国 MSCI EM 1,224.64 1.51 0.12

12月3日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 309.68 -3.13 ▲1.00

日本 東証REIT指数 2,024.27 -44.91 ▲2.17

12月3日 騰落幅

日本 0.049 -0.025 

米国 1.357 -0.125 

ドイツ ▲ 0.378 -0.040 

フランス ▲ 0.025 -0.059 

イタリア 0.926 -0.048 

スペイン 0.352 -0.081 

英国 0.747 -0.080 

カナダ 1.437 -0.168 

オーストラリア 1.623 -0.164 

12月3日 騰落幅 騰落率%

米ドル 112.80 -0.51 ▲0.45

ユーロ 127.61 -0.61 ▲0.48

英ポンド 149.25 -1.85 ▲1.22

カナダドル 87.81 -0.77 ▲0.87

オーストラリアドル 78.97 -1.73 ▲2.14

ニュージーランドドル 76.02 -1.27 ▲1.64

中国人民元 17.689 -0.032 ▲0.18

シンガポールドル 82.222 -0.383 ▲0.46

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.7833 -0.0087 ▲1.10

インドルピー 1.4988 -0.0101 ▲0.67

トルコリラ 8.230 -0.886 ▲9.72

ロシアルーブル 1.5191 0.0251 1.68

南アフリカランド 7.018 0.072 1.04

メキシコペソ 5.300 0.133 2.57

ブラジルレアル 19.950 -0.245 ▲1.21

12月3日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 66.26 -1.89 ▲2.77

金 COMEX先物 （期近物） 1,782.90 -2.60 ▲0.15

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品

リート

（単位：ポイント）

（単位：%）

（単位：円）

（単位：米ドル）

（単位：ポイント）

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2021年12月3日時点。
（当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載）

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2021年11月26日対比。
（当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用）

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞
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日本 生産は増加に転じるも、オミクロン株の影響で不安定な相場が続く

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞

注）直近値は2021年10月。11月、12月は製造工業生産予測調査の伸びで延長、
11月の鉱工業生産指数は経済産業省による補正値を使用。

日本 鉱工業生産

【図1】コロナ禍で売上高は伸び悩む

【図2】先行きの生産は自動車中心に持ち直す見通し

日本 法人企業の売上高、経常利益（全産業全規模）

注）直近値は2021年7-9月期。

日本 海外投資家売買動向

【図3】海外投資家は直近2週で約8,000億円の売り越し

出所）東京証券取引所、Bloombergより当社経済調査室作成

注）直近値は日経平均株価が2021年11月第5週、週末値を使用。海外投資家
売買動向は同年同月第4週。

出所）経済産業省より当社経済調査室作成

■ 7-9月期の企業業績は減収減益

7-9月期法人企業統計が公表され、全産業全規模の売

上高が前期比▲0.4%、経常利益が同▲7.4%と減収減益で

した（図1）。業種別では製造業の売上高が同▲1.1%、

経常利益が▲8.2%、非製造業の売上高が同▲0.1%、経常

利益が同▲6.8%といずれも減少しました。同期は緊急事

態宣言等の経済活動制限に加え、自動車減産や原材料高

騰等が企業業績を下押した模様です。また、設備投資

（ソフトウェアを含む）も全産業全規模が同▲2.6%、製

造業が同▲1.7%、非製造業が同▲3.0%と軟調でした。一

方、先行きの企業業績は持ち直すとみます。国内では10

月以降行動制限緩和が進み、飲食・旅行などサービス中

心に消費回復が期待されるほか、部品供給網の改善に

伴って自動車生産は持ち直しの兆しがみられます。ただ

し、コロナ感染再拡大や投入価格高騰が長引く場合など

企業収益が圧迫されるリスクには注意が必要です。

■生産は増加、先行きも回復基調を維持

10月鉱工業生産は前月比+1.1%（9月：▲5.4%）と4ヵ

月ぶりに増加しました（図2）。東南アジアでの経済活動

制限が解除され、自動車部品等の供給問題が改善した影

響とみられます。業種別では自動車工業や生産用機械工

業など15業種中8業種が増加し、無機・有機化学工業や鉄

鋼・非鉄金属工業など6業種が減少しました。10月は7-9

月平均を3.8%下回るなど弱含んでおり、経済産業省の基

調判断は「足踏みしている」に据え置かれました。一

方、先行きは製造工業生産予測調査によると、11月が同

+9.0%（補正値試算：同+4.2%）、12月が同+2.1%と増加

見通しです。輸送用機械工業が挽回生産に向かう可能性

が示されたほか、生産用機械等の資本財関連も堅調に推

移する見込みです。ただし、内外でのコロナ変異株拡大

に伴って供給網が再び混乱するリスクは残りそうです。

■ 日経平均株価は2週連続で下落

先週の日経平均株価は週間で2.5%下落しました。グ

ローバルでコロナ変異株（オミクロン型）の感染リスク

が警戒されるなか、米モデルナ社CEOが既存ワクチンの

有効性は低いとの見方を示したことなどを受け、リスク

回避的な売りが強まりました。日経平均は10月以来の

28,000円割れと軟調な展開が続きましたが、週末にかけ

ては自律反発の買いでやや持ち直しました。海外投資家

が2週連続で日本株を売り越すなど（図3）、オミクロン

株の詳細やワクチンの有効性が不透明な中、当面は不安

定な相場が続きそうです。一方、経済正常化や輸出回復

等を背景に業績改善期待が下支えしそうです。（田村）
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【図3】インフレ高進を見込むも、足元で原油価格は急落

■新型コロナ・オミクロン株は米国内でも拡大

先週のS&P500は前週比▲1.2%、NYダウやナスダック総

合も軒並み下落しました。米国内でも新型コロナオミクロ

ン株の感染が確認されたことに加え、パウエル米FRB（連

邦準備制度理事会）議長の金融正常化に前向きな発言が嫌

気され、売りが優勢でした。一方、米10年債利回りは低下。

新型コロナ感染再拡大による景気減速への懸念が浮上し、

安全資産需要で債券が買われました。また利上げ観測前倒

しに伴い、短期金利上昇・長期金利低下が進展、利回り曲

線は平たん（ツイスト・フラット）化しています（図1）。

■ パウエル議長のタカ派化に警戒感強まる

先週公表の11月雇用統計では、非農業部門雇用者数が前

月差+21.0万人と市場予想（+55.0万人）を下回り、平均時

給は前年比+4.8%（10月+5.0%）と鈍化しました。一方、失

業率は4.2%（同4.6%）、労働参加率は61.8%（同61.6%）

と改善し、強弱感の混在する結果となりました（図2）。

11月FOMC（連邦公開市場委員会）以降、米FRB関係者

からは資産買入の縮小ペース加速や早期利上げに積極的な

発言が散見されてきましたが、先週ついにパウエル議長も

タカ派（金融引き締めに前向き）的な見解を示し、市場に

動揺が走りました。同議長は従来「一時的（transitory）」

としていたインフレへの評価を「撤回するとき（it’s a good

time to retire）」と発言、物価高進への警戒感を強めた上で

14-15日開催の12月FOMCで資産買入の縮小ペースを加速す

る可能性に触れました。今週はブラックアウト期間に入

り、FOMC関係者の対外発言は控えられます。新型コロナ

オミクロン株の性質や経済活動への影響が不透明な状況下

では慎重な政策運営が想定されるものの、12月FOMCでは

金融正常化へ一段と進展する公算が大きいとみています。

■ 今週は消費者物価指数（CPI）に注目

今週10日に公表される11月消費者物価指数（CPI）は前

年比+6.7%と前月（同+6.2%）から加速予想。賃金上昇、住

宅市場の逼迫等、物価上昇要因は散在しており、引続き高

い伸びが予想されます。先週公表のISM景気指数は製造業、

非製造業ともに改善、堅調な需要が景況感を支えたものの、

入荷遅延指数や価格指数は未だ高水準にあり、供給制約に

伴う価格上昇圧力も確認されました。他方、新型コロナオ

ミクロン株の感染拡大に伴い、物価上昇の一因とされる原

油価格は急落（図3）、先行きの物価への影響は注目です。

また、同日公表のミシガン大学消費者信頼感指数は前月の

急落からの回復が予想されていますが、物価上昇に伴う購

買意欲の低下に加え、米国内でのオミクロン株感染の広が

りが消費者マインドに与える影響にも注目です。（三浦）

4

米国 FRBのタカ派化懸念やコロナ変異株の不透明感から、市場は様子見姿勢

【図2】雇用者数は鈍化も、労働参加率が改善

【図1】利上げ観測と景気減速懸念から利回りはフラット化

米国 消費者物価（CPI）前年比とWTI原油先物

注）横軸は年限別の米国債利回り。

出所）Bloombergより当社経済調査室作成

米国 利回り曲線（イールド・カーブ）

米国 非農業部門雇用者増減数と労働参加率

注）直近値は消費者物価が2021年10月（実線）、同年11月はBloombergの市場
予想値（点線）。原油価格はWTI先物（期近物）、月末値。

出所）米労働省、Bloombergより当社経済調査室作成

出所）米労働省より当社経済調査室作成

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞

注）直近値は2021年11月。非農業部門雇用者増減数は2020年1月からの累積。
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欧州 強まる新型コロナ感染状況への懸念、金融緩和縮小観測は後退
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■ 欧州主要国ではすでに
新型コロナ･オミクロン株が市中感染か

主要各国にて新型コロナ･オミクロン株の感染が相次

いで確認されたことに加えて、米英中央銀行が足元のイ

ンフレ圧力への強い懸念を示したことから、先週の欧州

金融市場では投資家心理が悪化。ストックス･ヨーロッパ

600指数は大きく上下する不安定な展開となりました。

欧州主要国では、急速な新型コロナ感染再拡大が一段

と進行(図1)。ドイツで1日あたりの新規感染者数が過去

最多となり、死者数も2月以降で最多を記録。英仏の1日

あたりの新規感染者数は5万人台に達しています。新型コ

ロナ･オミクロン株の感染も相次いで確認され、既に市中

感染が広がっている可能性も示されました。更なる感染

拡大の抑制を目的に、各国政府は行動規制の強化を発表

し、ワクチンの追加接種の加速や接種義務化の検討に着

手。域内景気回復への悪影響が強く意識されています。

■ ユーロ圏インフレ率は一段と上昇

11月30日に公表されたユーロ圏の11月消費者物価(速報

値)は前年比+4.9%と過去最高の伸び率を記録し、事前予

想(同+4.5%)をも上振れ。引続き、エネルギー価格の高騰

がインフレ加速をけん引も、食品価格やサービス価格、

非エネルギー工業品価格等も軒並み前年比+2.0%を超過

し(図2)、インフレ圧力の広がりを示唆する結果となりま

した。また、12月2日に公表されたユーロ圏の10月生産者

物価も前月比+5.4%と急伸。事前予想(同+3.5%)を大きく

上回り、前月値(同+2.7%)の2倍となる過去最高の伸び率

を記録しました。エネルギー価格は前月比+16.8%と、引

続き高水準に留まり、供給制約等を背景に中間財価格も

伸び率が再加速しました。11月29日に公表されたユーロ

圏の11月欧州委員会景況感調査も企業の強い販売価格上

昇期待を反映(図3)。家計のインフレ期待は高水準でやや

低下も、幅広い業種が先行きの販売価格上昇を見込み、

域内のインフレ圧力が更に高まる可能性を示しました。

一方、先週もECB(欧州中央銀行)高官は相次いで、イ

ンフレ見通しについて過度の懸念はしておらず、足元の

インフレ圧力の多くは一時的であり、中期的には抑制さ

れた状態が続くとの見解を示しています。加えて、新型

コロナ･オミクロン株への懸念から、ECBがPEPP(パンデ

ミック緊急購入プログラム)の終了を巡る決定を12月政策

理事会から先送りする可能性も報じられ、インフレ高進

下でも、ECBによる金融緩和縮小観測は後退。安全資産

需要も加わって、ドイツ10年国債利回りは▲0.379%まで

低下し、主要国金利も低下基調が続いています。(吉永)

【図1】ユーロ圏 新型コロナ感染は急拡大、
オミクロン株の市中感染懸念も

【図2】ユーロ圏 広範囲に亘って強まるインフレ圧力

ユーロ圏・主要国
1日あたりの新型コロナ新規感染者数

出所）Reutersより当社経済調査室作成

ユーロ圏
消費者物価指数（前年比）

【図3】ユーロ圏 企業の販売価格見通しは上昇、
更なるインフレ加速を示唆

ユーロ圏 欧州委員会調査
価格見通し

出所）EC（欧州委員会）より当社経済調査室作成

注）直近値は2021年11月。

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞

注）直近値は2021年12月3日。7日間移動平均。

注）直近値は2021年11月（速報値）。
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インド コロナ感染第2波の収束を受けて回復を続ける景気
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【図1】7₋9月期のGDP成長率はプラスの伸び

【図2】世界最悪の感染第2波を経て感染者は急減

出所）世界保健機関(WHO)、英オックスフォード大学、

CEICより当社経済調査室作成

出所）インド中央統計局、CEICより当社経済調査室作成

【図3】感染抑制策の段階的緩和で移動量が回復

出所）Google LLC、CEICより当社経済調査室作成

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞
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■ コロナ感染収束でサービス消費が回復

インド経済がコロナ感染第2波による落込みから回復

しています。先週30日公表の7-9月期の実質GDPは前年比

+8.4%(前期+20.1%)となるも(図1)、高い伸びは前年同期

の低迷からの反動によるもの。この反動を除いた2年前比

年率は+0.2%(同▲4.7%)でした。需要側では、家計のサー

ビス消費が回復し、輸出も加速しました。民間消費は2年

前比年率▲1.8%(同▲6.1%)と下げ幅を縮小。感染の収束

に伴って都市部家計の繰越需要が顕在化し、サービス消

費も伸びました。政府消費は同▲8.8%(同+3.6%)と反落し

ました。固定資本投資は同+0.8%(同▲8.9%)と反発。民間

設備投資が低迷したものの、中央政府による投資支出が

伸びました。外需では、総輸出が同+8.3%(同+4.3%)と加

速し、総輸入も同+7.5%(同▲2.7%)と反発しました。

生産側から算出された実質総付加価値 (GVA)は同

+0.3%(同▲4.0%)と反発。農林漁業が堅調に伸び、製造業

や建設業やサービス部門も回復しました。なお、民間部

門の動向を反映するコアGVA(農業と公共サービスを除

く)は同▲0.8%(同▲5.8%)とやや軟調でした。

■ 今後も景気の拡大が続く見込み

農林漁業は同+3.8%(同+4.0%)と堅調。雨季の降雨量は

平年並みとなり、雨季作物の作付けが昨年度同水準まで

進みました。鉱業は同+3.9%(同▲0.9%)と反発し、製造業

も同+1.9%(同▲2.1%)と反発。輸出や公的投資や家計消費

の伸びを追い風に、資本財や建材や耐久消費財の生産が

伸びました。建設業は同▲0.1%(同▲7.8%)と改善しまし

た。サービス部門も同▲1.2%(同▲6.5%)と改善。感染の

収束とサービス消費の回復に伴って、流通･宿泊･運輸･通

信が同▲4.7%(同▲16.5%)と下げ幅を縮めました。

今後も感染の収束(図2)に伴う段階的な感染抑制策の緩

和によって人流が回復し(図3)、景気は回復を続けるで

しょう。3月以降の都市封鎖措置に伴って都市部家計の消

費は一時的に低迷。この時積上がった貯蓄が消費を押上

げており、年末の祝祭日休暇にかけて家計消費は加速し

ています。もっとも、繰越需要はやがて一巡する見込

み。農村部の非就農者や都市部の非組織部門労働者の家

計が負った傷は深く、来年半ばより家計消費の勢いは鈍

化するでしょう。投資は引続き政府投資がけん引役とな

る見込み。民間企業投資は当面低迷するものの、来年2-3

月の州議会選挙が終わり政治的な不透明感が低下すれば

徐々に回復するとみられます。住宅需要の回復とともに

住宅建設も加速する見込みです。今年度(～2022年3月)の

成長率は+9.5%(前年度:▲7.3%)と反発し、来年度も+7.2%

前後と景気は拡大を続けると予想されます。（入村）
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出所）各種情報、 Refinitivより当社経済調査室作成

主要経済指標と政治スケジュール

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、（英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※塗りつぶし部分は今週、（*）は未定

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞

11/29 月 （米） クオールズFRB副議長 講演 （豪） 金融政策決定会合

（米） パウエルFRB議長 講演 （米） 新規失業保険申請件数（週間） キャッシュ･レート：0.10%→（予）0.10%

（米） 10月 中古住宅販売仮契約指数（前月比） 11月20日終了週：19.4万件 （豪） 7-9月期 住宅価格（前年比）

9月：▲2.4%、10月：+7.5% 11月27日終了週：22.2万件 4-6月期：+16.8%、7-9月期：（予）NA

（欧） 11月 経済信頼感指数 （欧） 10月 生産者物価（前年比） （中） 11月 貿易額（米ドル、前年比）

10月：118.6、11月：117.5 9月：+16.1%、10月：+21.9% 輸出　10月：+27.1%、11月：（予）+17.2%

（独） 11月 消費者物価（EU基準、速報、前年比） （欧） 10月 失業率 輸入　10月：+20.6%、11月：（予）+19.5%

10月：+4.6%、11月：+6.0% 9月：7.4%、10月：7.3% （伯） 金融政策委員会（COPOM、～8日）

（他） イラン核合意再建協議再開 （伯） 7-9月期 実質GDP（前年比） Selic金利：7.75%→（予）9.25%

4-6月期：+12.4%、7-9月期：+4.0% （他） 米露首脳会談（オンライン）

11/30 火 （他） OPEC（石油輸出国機構）プラス閣僚級会合

（日） 10月 失業率 12/8 水
9月：2.8%、10月：2.7% 12/3 金 （日） 7-9月期 実質GDP（2次速報、前期比年率）

（日） 10月 有効求人倍率 （米） 11月 ISMサービス業景気指数 4-6月期：+1.5%

9月：1.16倍、10月：1.15倍 10月：66.7、11月：69.1 7-9月期：（予）▲3.1%（1次速報：▲3.0%）

（日） 10月 鉱工業生産（速報、前月比） （米） 11月 労働省雇用統計 （日） 10月 経常収支（季調値）

9月：▲5.4%、10月：+1.1% 非農業部門雇用者数（前月差） 9月：+7,627億円、10月：（予）NA

（日） 立憲民主党代表選挙投開票 10月：+54.6万人、11月：+21.0万人 （日） 11月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI）

（米） パウエルFRB議長 議会証言（上院） 平均時給（前年比） 現状　10月：55.5、11月：（予）NA

（米） クラリダFRB副議長 講演 10月：+4.8%、11月：+4.8% 先行き　10月：57.5、11月：（予）NA

（米） 9月 S&Pｺｱﾛｼﾞｯｸ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格 失業率 （米） 国債入札（10年物）

　　　　（20大都市平均、前年比） 10月：4.6%、11月：4.2% （米） 10月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数）

8月：+19.7%、9月：+19.1% （米） 2022年度暫定予算失効期限 9月：1,044万件、10月：（予）NA

（米） 11月 シカゴ購買部協会景気指数 （欧） 10月 小売売上高（前月比） （独） 新首相選出

10月：68.4、11月：61.8 9月：▲0.4%、10月：+0.2% （加） 金融政策決定会合

（米） 11月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ） （仏） 10月 鉱工業生産（前月比） 翌日物金利：0.25%→（予）0.25%

10月：111.6、11月：109.5 9月：▲1.5%、10月：+0.9% （印） 金融政策決定会合

（欧） 11月 消費者物価（前年比、速報） （加） 11月 失業率 レポ金利：4.0%→（予）4.0%

10月：+4.1%、11月：+4.9% 10月：6.7%、11月：6.0% （伯） 10月 小売売上高（前年比）

（独） 11月 失業者数（前月差） （中） 11月 サービス業PMI（財新） 9月：▲5.5%、10月：（予）▲5.6%

10月：▲4.0万人、11月：▲3.4万人 10月：53.8、11月：52.1 （露） 11月 消費者物価（前年比）

（加） 7-9月期 実質GDP（前期比年率） （印） 11月 サービス業PMI（マークイット） 10月：+8.1%、11月：（予）+8.1%

4-6月期：▲3.2%、7-9月期：+5.4% 10月：58.4、11月：58.1

（豪） 10月 住宅建設許可件数（前月比） （伯） 10月 鉱工業生産（前年比） 12/9 木
9月：▲3.9%、10月：▲12.9% 9月：▲4.0%、10月：▲7.8% （日） 10-12月期 景況判断BSI（大企業全産業）

（中） 11月 製造業PMI（政府） （伯） 11月 サービス業PMI（マークイット） 7-9月期：+3.3、10-12月期：（予）NA

10月：49.2、11月：50.1 10月：54.9、11月：53.6 （米） 国債入札（30年物）

（中） 11月 非製造業PMI（政府） （露） 11月 サービス業PMI（マークイット） （米） 新規失業保険申請件数（週間）

10月：52.4、11月：52.3 10月：48.8、11月：47.1 11月27日終了週：22.2万件

（印） 7-9月期 実質GDP（前年比） （他） 11月 トルコ 消費者物価（前年比） 12月4日終了週：（予）22.8万件

4-6月期：+20.1%、7-9月期：+8.4% 10月：+19.89%、11月：+21.31% （中） 11月 消費者物価（前年比）

（他） 7-9月期 トルコ 実質GDP（前年比） 10月：+1.5%、11月：（予）+2.5%

4-6月期：+22.0%、7-9月期：+7.4% 12/6 月 （中） 11月 生産者物価（前年比）

（日） 臨時国会召集（～21日） 10月：+13.5%、11月：（予）+12.6%

12/1 水 （独） 10月 製造業受注（前月比） （他） 民主主義サミット（オンライン、～10日）

（日） 7-9月期 法人企業統計（設備投資、前年比） 9月：+1.3%、10月：（予）▲0.5%

4-6月期：+5.3%、7-9月期：+1.2% 12/10 金
（日） 米ファイザー製ワクチンの3回目接種開始 12/7 火 （日） 11月 国内企業物価（前年比）

（米） ベージュブック（地区連銀経済報告） （日） 10月 家計調査（実質個人消費、前年比） 10月：+8.0%、11月：（予）+8.5%

（米） 11月 ISM製造業景気指数 9月：▲1.9%、10月：（予）▲0.6% （米） 11月 消費者物価（前年比）

10月：60.8、11月：61.1 （日） 10月 現金給与総額（速報、前年比） 総合　10月：+6.2%、11月：（予）+6.7%

（米） 11月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差） 9月：+0.2%、10月：（予）NA 除く食品･エネルギー

10月：+57.0万人、11月：+53.4万人 （日） 10月 景気動向指数（CI、速報） 　　　　10月：+4.6%、11月：（予）+4.9%

（豪） 7-9月期 実質GDP（前期比） 先行　9月：100.9、10月：（予）NA （米） 12月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、速報）

4-6月期：+0.7%、7-9月期：▲1.9% 一致　9月：88.7、10月：（予）NA 11月：67.4、12月：（予）67.0

（中） 11月 製造業PMI（財新） （米） 10月 貿易収支（通関ベース、季調値） （英） 10月 月次実質GDP（前月比）

10月：50.6、11月：49.9 9月：▲809億米ﾄﾞﾙ 9月：+0.6%、10月：（予）+0.5%

（印） 11月 製造業PMI（マークイット） 10月：（予）▲670億米ﾄﾞﾙ （中） 11月 社会融資総量（*）

10月：55.9、11月：57.6 （米） 国債入札（3年物） 10月：+1兆5,899億元

（露） 11月 製造業PMI（マークイット） （欧） 7-9月期 実質GDP（確報、前期比） 11月：（予）+2兆7,000億元

10月：51.6、11月：51.7 4-6月期：+2.1% （中） 11月 マネーサプライ（M2、前年比）（*）

（伯） 11月 製造業PMI（マークイット） 7-9月期：（予）+2.2%（改定：+2.2%） 10月：+8.7%、11月：（予）+8.6%

10月：51.7、11月：49.8 （独） 10月 鉱工業生産（前月比） （伯） 11月 消費者物価（IPCA、前年比）

9月：▲1.1%、10月：（予）+0.8% 10月：+10.67%、11月：（予）+10.89%

12/2 木 （独） 12月 ZEW景況感指数 （他） G7（先進7ヵ国）外相会合（英国、～12日）

（日） 11月 消費者態度指数 期待　11月：+31.7、12月：（予）+25.3

10月：39.2、11月：39.2 現況　11月：+12.5、12月：（予）+5.0
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありませ

ん。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示

唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱ＵＦＪ国際投信戦略運用部経済調査室の見解です。また、三菱ＵＦＪ国

際投信が設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI ACWIに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱ＵＦＪ国際投信株式会
社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

Markit Economics Limitedの知的財産権およびその他の一切の権利はMarkit Economics Limitedに帰属します。

で動画版配信中！投信オンエアで検索☞


